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AIは発明者たり得るか？ 

―解釈論及び立法論上の課題― 

Can AI be an Inventor? 
Issues over Statuary Interpretation and Legislation 
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人工知能（Artificial Intelligence。以下「AI」という。）の急速な進歩は，自然人による創作と区別す

ることができない生成物を容易に，かつ，大量に生み出すことを可能にしつつある。それに伴い，自然

人のみが発明を創作するとの特許法の前提に揺らぎが生じており，AI を「発明者」と称する特許出願

が我が国を含む各国になされている。当該出願は，多くの国で却下等されており，日英米豪等のよう

に司法判断が示された国もある。それらの各国の裁判所は，解釈論としては，AI ではなく，自然人の

みが発明者として認められるとの結論で概ね一致している。我が国の東京地判令和 6 年 5 月 16 日令和

5 年（行ウ）5001 号も例外ではなく，本稿では，我が国を含む各国の司法判断等を整理分析し，我が国

の特徴的な議論を明らかにするとともに，出願人の主張も踏まえて解釈論上の問題について検討する。 
一方，前掲東京地判令和 6 年 5 月 16 日は，産業政策の観点から立法論への期待を表明している。そ

こで本稿は，立法論として，「自律的」とされる AI 生成物の保護を認める産業政策上の必要性につい

ても若干の検討を加えた。産業政策の役割は，「市場の失敗」への対処にあり，特許法は，発明の過少

生産の防止を目的とするが，その前提は，発明が稀少な財であることである。しかし，「自律的」とさ

される AI 生成物が稀少な財でないとすれば，特許保護を拡大する産業政策上の必要性は低い。ただ

し，このことは，AI 関連発明に対するインセンティブが一切不要であることまで意味するものではな

く，また，現行法上解決すべき課題がないことを意味するものでもない。 

 
 

11．．ははじじめめにに  

従来，特許法や著作権法は，自然人が発明や

著作物を創作することを前提としてきた。しか

しながら，近時の人工知能（Artificial Intelligence。

以下，「AI」という。），取り分け生成 AI

（Generative AI）の急速な進歩は，自然人による
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創作と区別することができない生成物を容易に，

かつ，大量に生み出すことを可能にしつつある。

それに伴い，自然人のみが創作するとの前提に

揺らぎが生じ，AI 生成物にどのように法を解釈

適用すべきか，あるいは，法の在り方を見直す

べきかといった課題が浮上している。 

そのような状況を踏まえ，知的財産戦略本部

〔〔抄抄録録〕〕 
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は，2023 年 6 月，AI 生成物の著作物性，AI 生

成物を利用・公表する際の著作権侵害の可能性，

学習用データとしての著作物の適切な利用，進

歩性等の特許審査実務上の課題，AI による自律

的な発明の取扱いなどの諸論点について検討す

る方針を表明した1）。これを受けて，文化審議

会においては，2024 年 3 月に「AI と著作権の

関係に関する考え方」2）が，また，同年 5 月に

は知的財産戦略本部に設けられた AI 時代の知

的財産権検討会による「中間とりまとめ」3）が，

それぞれ作成公表されている。 

もっとも，生成 AI が注目される以前から，

DABUS という AI が自律的に発明を創作したと

主張して，DABUS（AI）を「発明者」と称する

特許出願（以下，「DABUS 出願」といい，詳細

は後述する。）が我が国を含む各国になされて

いる。現時点において，多くの国は，そのよう

な出願を認めていないが，司法判断が示された

国もある。我が国もその一つであり，東京地判

令和 6 年 5 月 16 日令和 5 年（行ウ）5001 号（以

下，「DABUS 事件東京地判」という。）は，現

行法の解釈としては，「発明者」は，自然人に

限られると判示した。 

DABUS 出願については，2021 年の別稿4）に

おいて取り上げたことがあるが，その後状況は

さらに変化している。そこで本稿では，DABUS

出願について，我が国を含む各国の司法判断等

の動向を中心に現時点の状況を整理分析しつつ，

仮に「自律的」AI 生成物なるものが存在する5）

と想定した場合において，AI は発明者として認

められる（べき）か，について，立法論も含む

若干の検討を行うこととしたい。 

 

 

 

 

22．．DDAABBUUSS出出願願  

DABUS とは，Stephan Thaler 博士が開発した

AI である Device for the Autonomous Bootstrap-

ping of Unified Sentience の略称である6）。DABUS

は，単にパラメータを最適化するに止まらず，

世界に関する一般的な知識から新たなアイデア

を生み出す点に技術的な特徴があるとされる7）。 

Thaler 博士らは，DABUS が自律的に創作した

と主張する 2 件の発明について多数の国・地域

（欧州特許庁〔以下，「EPO」という。〕，日，

英，米，豪等）に特許出願している。 

後述する日本での出願の基礎とされた EPO

出願（18275163.6）の明細書（3564144）によれ

ば，1 件の発明は，フードコンテナ（Food Con-

tainer）に関するものである。フードコンテナの

外壁は，フラクタル状の形状を有し，凹凸（pits 

and bulges）を形成しているため，凹凸を利用し

て食品容器同士が容易に結合可能となり，余分

な包装が不要となる。その他にも，結合をほど

く際に柔軟に変形可能である，表面積が多く熱

伝導率が高い，飲料などを入れて濡れた容器を

掴むときにも滑らない等の利点がある。 

また，もう 1 件の発明は，同じく EPO 出願

（18275174.3）の明細書（3563896）によれば，

注意を喚起し，誘引するための装置及び方法

（Devices and methods for attracting enhanced at-

tention）である。この発明は，光源への入力信号

にフラクタル次元を利用し，脳内でオリジナル

なアイデアが生み出されるのと同じリズムで点

滅することにより，人間の注意を引きやすくす

るものである。異常を知らせる緊急用ビーコン

（信号灯）として用いられるほか，スピリチュ

アルなシンボルとしても利用可能である。 

Thaler 博士らは，DABUS が発明者であると主
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張する根拠として，DABUS は，当該分野の一般

的知識のみを学習した上で，独立して発明を着

想し，それを新規かつ顕著なものとして特定し

たこと，仮に DABUS と同じトレーニングを人

間が受けたとすれば，当該人間が発明者に該当

するであろうこと，DABUS は特定の問題を解

決するように作られていないこと等を挙げてい

る8）。もっとも，法人格のない AI に特許を受け

る権利を帰属させることはできないため，特許

を受ける権利は，AI マシンの所有者（owner）

である Thaler 博士に帰属すると主張する9）。 

 

33．．各各国国のの状状況況  

多数の国に出願された DABUS 出願について，

以下では，司法判断が示された日本，英国，米

国，豪州等を中心に，その帰趨を整理する。 

 

33..11  日日本本  

まず，AI の発明者適格性に関する従来の一般

的な考え方を確認する。 

 

33..11..11  実実体体要要件件 

特許法上，発明者を定義する規定は存在しな

い。しかしながら，DABUS 出願以前から，一般

に，AI は発明者ではないと考えられてきた。例

えば，2016 年の知的財産本部の報告書は，特許

を受けることができる主体は，「産業上利用す

ることができる発明をした者」（特許法 29 条 1

項柱書）であって自然人に限られるため，自然

人の発明者が存在しない AI 生成物は現行特許

法の保護対象ではないと述べる10）。これは，誰

を保護するかという権利の主体の問題は，何を

保護するかという客体の問題と表裏一体であり11），

発明者が不在であれば客観的に発明らしきもの

が存在していても特許法の保護を受けることは

できないとの考え方と理解できよう12）。 

このように，自然人発明者が存在しない「自

律的」AI 生成物に特許を受ける権利は生じない

と考えるならば，AI を発明者とする出願の出願

人は，特許を受ける権利を有していないため，

当該出願には，冒認出願としての拒絶理由（49

条 7 号），又は権利付与後であれば無効理由（123

条 1 項 6 号）が生じることになろう13）。あるい

は，そもそも特許を受ける権利が生じていない

発明は，29 条 1 項柱書により保護されないとす

れば，同項柱書違反の拒絶理由（49 条 2 号），

権利付与後であれば無効理由（123 条 1 項 2 号）

が生じると考えることもできるかもしれない。 

 

33..11..22  方方式式要要件件 

AI を発明者と記載する出願については，方式

上の問題も生じる。特許法 36 条 1 項 2 号によ

れば，願書には発明者の氏名を記載する必要が

あり，発明者として AI を記載することが同号

に違反するか否かが問題となるからである。 

この点に関して，2021 年 7 月 30 日，特許庁

は，AI を発明者として記載することを認めない

方式審査の一般方針を公表した14）。それによる

と，36 条 1 項 2 号により願書に記載すべき発明

者の「氏名」は自然人の氏名である。これに対

して，出願人については「氏名又は名称」の記

載が認められ（同項 1 号），その場合の「名称」

は法人の名称を指すが，「氏名」の記載のみが

許される発明者については，自然人の氏名を記

載する必要がある。また，29 条 1 項柱書き，33

条及び 34 条 1 項は，発明者は，発明の完成と同

時に特許を受ける権利を有し，当該発明者は，

当該権利を出願前に移転することができる旨を

定めており，これは，発明者が権利能力を有す
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る者であって出願人になり得る者として自然人

であることを予定している。したがって，発明

者の表示は自然人に限られ，AI を発明者として

記載すると方式違反として補正が命じられる。 

 

33..11..33  DDAABBUUSS 出出願願のの扱扱いい 

実際，日本における DABUS 出願をめぐって

は，方式違反の有無が争われており，その手続

の経緯は，以下のとおりである15）。 

 

33..11..33..11  手手続続のの経経緯緯  

DABUS 出願は，2019 年 9 月 17 日，前述した

欧州特許庁への特許出願を優先権の基礎とする

PCT 出願（PCT/IB2019/057809）16）としてなさ

れ，日本の特許出願（特願 2020－543051）とみ

なされた（特許法 184 条の 3 第 1 項）。 

2020 年 8 月 5 日，PCT 出願に基づく国内移行

手続として 184 条の 5 第 1 項の国内書面が提出

され，当該書面には，発明者の氏名として，「ダ

バス，本発明を自律的に発明した人工知能」と

記載されていた。そのため，上記 3.1.2 の一般方

針が公表された 2021 年 7 月 30 日，自然人の氏

名を記載すべき旨の補正命令を受けたが，補正

はなされず，同年 10 月 13 日に出願が却下され

た。これに対して，出願人は，行政不服審査法

に基づく審査請求をしたが，行政不服審査会の

答申（以下，「本件答申」という。）17）を踏ま

えて，2022 年 10 月 12 日，審査請求を棄却する

裁決（以下，「本件裁決」という。）がされた。 

本件答申及び本件裁決の内容は，特許庁によ

る上記 3.1.2 の一般方針と概ね同様である。 

一方，出願人は，①DABUS は自律的に発明を

することができるにも関わらず，出願却下は，

発明の保護と利用を図る特許法の趣旨に反する，

②特許法上，発明者は明確に定義されておらず，

AI の発明者適格を否定する根拠はない，③35 条

3 項は，職務発明の特許を受ける権利の使用者

への原始帰属を認めており，発明者に特許を受

ける権利が原始帰属する必然性はない，④特許

を受ける権利の移転や承継に関する 33 条 1 項

や 34 条 1 項は，発明者からの移転や被承継人

を定めるものではなく，AI が発明者となり得る

可能性が生じた現在，AI から管理者への権利の

承継が成立する，などと主張していた。 

このうち，③の主張について，本件裁決は，

35 条 3 項は，立法により例外的に使用者への原

始帰属を認めるものであって，発明者への原始

帰属の原則が変更されたわけではないとして，

これを否定した（本件答申もほぼ同旨）。 

また，④の主張も，29 条 1 項，33 条 1 項や

34 条 1 項は，発明完成時に特許を受ける権利が

発明者に原始帰属することを前提に，発明者又

は特許を受ける権利を承継した者のみが特許を

受けることができることを定めているとして，

斥けられた。これは，発明という行為が自然人

の行う事実行為であるとされることとも整合す

ると述べる本件裁決は，AI が自律的に発明した

との主張を認めていないようにも見える。さら

に，本件答申は，権利能力を有しない AI から管

理者への権利の承継は観念できないとも述べる

とともに，天然果実の収取に関する民法 88 条

及び 89 条と所有権に関する民法 206 条から，

移転又は承継なく，AI 所有者に特許を受ける権

利が帰属するとの主張も，AI が「物」（民法 85

条）であるのかという点をさておくとしても，

発明者への権利の原始帰属という現行特許法の

仕組みに反するとして，排斥している。 

 

33..11..33..22  DDAABBUUSS 事事件件東東京京地地判判  

本件裁決を受けて，出願人は，出願却下処分
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の取消訴訟を提起した。しかしながら，DABUS

事件東京地判は，特許法に規定する「発明者」

は，自然人に限られるため，DABUS 出願を却下

した処分は適法であるとして，請求を棄却した。 

同判決は，「発明者」が自然人に限られる理

由として，①知的財産基本法の規定，②特許法

の規定，③「発明者」に AI が含まれると解する

場合の問題点，の 3 点を挙げる。 

まず，①知的財産基本法の規定に関しては，

「知的財産」とは，「発明，……その他の人間

の創造的活動により生み出されるもの……をい

う」と定める知的財産基本法 2 条 1 項「の規定

によれば，……知的財産基本法は，……発明と

は，自然人により生み出されるものと規定して

いると解するのが相当である。」と述べる。 

また，②特許法の規定に関しては，以下のと

おり判示する。 

「特許法についてみると，発明者の表示につ

いては，同法 36 条 1 項 2 号が，発明者の氏名を

記載しなければならない旨規定するのに対し，

特許出願人の表示については，同項 1 号が，特

許出願人の氏名又は名称を記載しなければなら

ない旨規定していることからすれば，上記にい

う氏名とは，文字どおり，自然人の氏名をいう

ものであ……る。また，……同法 29 条 1 項は，

発明をした者は，その発明について特許を受け

ることができる旨規定している。そうすると，

AI は，法人格を有するものではないから，上記

にいう『発明をした者』は，特許を受ける権利

の帰属主体にはなり得ない AI ではなく，自然

人をいうものと解するのが相当である。」 

さらに，③「発明者」に AI が含まれると解す

る場合の問題点を次のとおり指摘する。 

「特許法に規定する『発明者』に AI が含まれ

ると解した場合には，AI 発明をした AI 又は AI

発明のソースコードその他のソフトウェアに関

する権利者，AI 発明を出力等するハードウェア

に関する権利者又はこれを排他的に管理する者

その他の AI 発明に関係している者のうち，い

ずれの者を発明者とすべきかという点につき，

およそ法令上の根拠を欠くことになる。のみな

らず，特許法 29 条 2 項は，特許出願前に……当

業者……が前項各号に掲げる発明に基いて容易

に発明をすることができたときは，進歩性を欠

くものとして，その発明については特許を受け

ることができない旨規定する。しかしながら，

自然人の創作能力と，今後更に進化する AI の

自律的創作能力が，直ちに同一であると判断す

るのは困難であるから，自然人が想定されてい

た『当業者』という概念を，直ちに AI にも適用

するのは相当ではない。さらに，AI の自律的創

作能力と，自然人の創作能力との相違に鑑みる

と，AI 発明に係る権利の存続期間は，AI がもた

らす社会経済構造等の変化を踏まえた産業政策

上の観点から，現行特許法による存続期間とは

異なるものと制度設計する余地も，十分にあり

得るものといえる。 

このような観点からすれば，AI 発明に係る制

度設計は，AI がもたらす社会経済構造等の変化

を踏まえ，国民的議論による民主主義的なプロ

セスに委ねることとし，その他の AI 関連制度

との調和にも照らし，体系的かつ合理的な仕組

みの在り方を立法論として幅広く検討して決め

ることが，相応しい解決の在り方とみるのが相

当である。グローバルな観点からみても，発明

概念に係る各国の法制度及び具体的規定の相違

はあるものの，各国の特許法にいう『発明者』

に直ちに AI が含まれると解するに慎重な国が

多いことは，……明らかである。」 

一方，出願人の主張については，以下のとお
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「知的財産」とは，「発明，……その他の人間

の創造的活動により生み出されるもの……をい

う」と定める知的財産基本法 2 条 1 項「の規定

によれば，……知的財産基本法は，……発明と

は，自然人により生み出されるものと規定して

いると解するのが相当である。」と述べる。 

また，②特許法の規定に関しては，以下のと

おり判示する。 

「特許法についてみると，発明者の表示につ

いては，同法 36 条 1 項 2 号が，発明者の氏名を

記載しなければならない旨規定するのに対し，

特許出願人の表示については，同項 1 号が，特

許出願人の氏名又は名称を記載しなければなら

ない旨規定していることからすれば，上記にい

う氏名とは，文字どおり，自然人の氏名をいう

ものであ……る。また，……同法 29 条 1 項は，

発明をした者は，その発明について特許を受け

ることができる旨規定している。そうすると，

AI は，法人格を有するものではないから，上記

にいう『発明をした者』は，特許を受ける権利

の帰属主体にはなり得ない AI ではなく，自然

人をいうものと解するのが相当である。」 

さらに，③「発明者」に AI が含まれると解す

る場合の問題点を次のとおり指摘する。 

「特許法に規定する『発明者』に AI が含まれ

ると解した場合には，AI 発明をした AI 又は AI

発明のソースコードその他のソフトウェアに関

する権利者，AI 発明を出力等するハードウェア

に関する権利者又はこれを排他的に管理する者

その他の AI 発明に関係している者のうち，い

ずれの者を発明者とすべきかという点につき，

およそ法令上の根拠を欠くことになる。のみな

らず，特許法 29 条 2 項は，特許出願前に……当

業者……が前項各号に掲げる発明に基いて容易

に発明をすることができたときは，進歩性を欠

くものとして，その発明については特許を受け

ることができない旨規定する。しかしながら，

自然人の創作能力と，今後更に進化する AI の

自律的創作能力が，直ちに同一であると判断す

るのは困難であるから，自然人が想定されてい

た『当業者』という概念を，直ちに AI にも適用

するのは相当ではない。さらに，AI の自律的創

作能力と，自然人の創作能力との相違に鑑みる

と，AI 発明に係る権利の存続期間は，AI がもた

らす社会経済構造等の変化を踏まえた産業政策

上の観点から，現行特許法による存続期間とは

異なるものと制度設計する余地も，十分にあり

得るものといえる。 

このような観点からすれば，AI 発明に係る制

度設計は，AI がもたらす社会経済構造等の変化

を踏まえ，国民的議論による民主主義的なプロ

セスに委ねることとし，その他の AI 関連制度

との調和にも照らし，体系的かつ合理的な仕組

みの在り方を立法論として幅広く検討して決め

ることが，相応しい解決の在り方とみるのが相

当である。グローバルな観点からみても，発明

概念に係る各国の法制度及び具体的規定の相違

はあるものの，各国の特許法にいう『発明者』

に直ちに AI が含まれると解するに慎重な国が

多いことは，……明らかである。」 

一方，出願人の主張については，以下のとお
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り述べて，これを斥けている。 

「原告は，我が国の特許法には諸外国のよう

に特許を受ける権利の主体を発明者に限定する

ような規定がなく，特許法の制定時に AI 発明

が想定されていなかったことは，AI 発明の保護

を否定する理由にはならない旨主張する。しか

しながら，自然人を想定して制度設計された現

行特許法の枠組みの中で，AI 発明に係る発明者

等を定めるのは困難である……。この点につき，

原告は，民法 205 条が準用する同法 189 条の規

定により定められる旨主張するものの，同条に

よっても，果実を取得できる者を特定するのは

格別，果実を生じさせる特許権そのものの発明

主体を直ちに特定することはできないというべ

きである。その他に，原告の主張は，AI 発明を

めぐる実務上の懸念など十分傾聴に値するとこ

ろがあるものの，……立法論であれば格別，特

許法の解釈適用としては，その域を超えるもの

というほかない。 

原告は，AI 発明を保護しないという解釈は

TRIPS 協定 27 条 1 項に違反する旨主張する。

しかしながら，同項は，『特許の対象』を規律

の内容とするものであり，『権利の主体』につ

き，加盟国に対し，加盟国の国内特許法にいう

『発明者』に AI を含めるよう義務付けるもの

とまでいえず，また，原告主張に係る欧州特許

庁の見解も，特許法に関する判断の国際調和と

いう観点から一つの見解を示すものとして十分

参考にはなるものの，属地主義の原則に照らし，

我が国の特許法の解釈を直ちに左右するものと

はいえず，本件に適切ではない。 

原告は，知的財産基本法 2 条 1 項は『その他』

と『その他の』の用法を混同しており，『発明』

が『人間の創造的活動により生み出されるもの』

に包含されると規定するものではない旨主張す

る。しかしながら，特許法が AI 発明を想定して

いなかったことは，原告も認めるとおりであり，

知的財産基本法 2条 1項も，立法経緯に照らし，

文言どおり，AI 発明を想定していなかったもの

と解するのが相当である。」 

最後に，同判決は，次の通り付言する。 

「なお，……原告主張に係る AI 発明をめぐ

る実務上の懸念に対し，……特許法にいう『発

明者』が自然人に限られる旨の前記判断は，上

記実務上の懸念までをも直ちに否定するもので

はなく，……まずは我が国で立法論として AI 発

明に関する検討を行って可及的速やかにその結

論を得ることが，AI 発明に関する産業政策上の

重要性に鑑み，特に期待されているものである

ことを，最後に改めて付言する。」 

以上のとおり，東京地裁は，解釈論としては，

現行法における発明者は自然人に限られると解

する一方，産業政策の観点から「AI 発明」18）

（「自律的」AI 生成物？）についての立法論へ

の期待を表明している。のみならず，「AI 発明」

について存続期間を異ならせる制度設計を示唆

するなど，現行法の見直しに前向きな印象を受

ける。DABUS 事件東京地判の解釈論及び立法

論の妥当性については，後に改めて検討する。 

 

33..22  EEPPOO  

EPO への出願は，我が国を含む各国の PCT 出

願の優先権の基礎となっており，司法判断では

ないが，EPO 法律審判部決定19）は，DABUS 出

願を却下する判断を是認している。この決定は，

DABUS 事件東京地判における出願人の主張で

も言及されているため，その概要を紹介する。 

 

33..22..11  EEPPOO 法法律律審審判判部部決決定定  

欧州特許条約（EPC）によれば，欧州特許を受
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ける権利は，発明者（inventor）又はその権利の

承継人（successor in title）に帰属する（60 条 1

項）。出願においては，発明者を指定し，出願

人が発明者でない場合又は単独の発明者でない

場合，特許を受ける権利の起源を示す声明が求

められる（81 条，EPC 規則 19）。 

DABUS 出願は，上記の規定に違反している

などとして，EPOにより却下された。出願人は，

その取消しを求めたが，EPO法律審判部決定は，

以下のとおり判示して当該請求を認めず，あわ

せて請求された拡大審判部への付託についても，

その必要性はないと判断した。 

同決定によれば，EPC において，発明者は，

法的能力を有する者でなければならない（決定

4.3.1）。60 条 1 項により特許を受ける権利が帰

属する発明者は，法的権利能力を有する者であ

ることが前提である（決定 4.3.2）。 

一方，発明者の指定を求める 81 条は，自然人

による発明ではない出願には適用されないとの

出願人の議論について，EPO審判部は，確かに，

発明者に特定の権利20）を付与するために発明者

の指定を求める同条の趣旨は，自然人発明者が

特定されない場合には妥当しないとの議論も可

能であることを認める（決定 4.4.1）。しかしな

がら，審判部は，発明者ではない出願人は，特

許を受ける権利の起源を示す必要があるところ

（81 条第二文），DABUS 出願の出願人が機械

の所有者かつ創作者として権利を取得するとの

主張は，当該出願人が発明者の権利の承継人

（successor in title）となることを可能にするも

のではないと判断した（決定 4.4.2）。 

同決定は，さらに，考えられる反論について

も検討を加えている。 

第一の反論は，新規で，産業上利用すること

ができ，進歩性のある発明は，特許を受けるこ

とができると定める 52 条 1 項は，自然人が創

作した発明に限定されないというものである。

審判部は，これに同意するとして，同項によれ

ば，AI 生成発明は特許可能と論じることも可能

であるとする（決定 4.6.2）。その場合，52 条 1

項の下で特許可能な発明について，60 条 1 項に

より特許を受ける権利が生じないことになるだ

ろうとも述べている。 

第二の反論は，特許を受ける権利の起源を示

す声明の提出は，方式上の要件に過ぎず，自ら

が権利を有すると考える第三者の対応を可能と

するためのものであるが，そのような方式違反

により特許可能な客体の保護を否定することは，

当該声明による利点が限定的であることに比し

て，バランスを失する（disproportionate）という

ものである（決定 4.6.3）。 

EPO 審判部は，以上の反論は，EPC の方式要

件を無視するものであり（決定 4.6.5），次の理

由から採用しないと判断した（決定 4.6.6）。 

第一に，審判部は，特定の出願人や発明カテ

ゴリーについて不平等な取扱いの問題があると

は考えていない。というのも，創作活動におけ

る機器の使用者や所有者が自らを発明者と指定

することを妨げる先例はなく，また，出願人が，

発明の実施には関係しないが，公正性の観点か

ら必要と考える情報を出願に記載することも妨

げられないからである。 

第二に，現実の問題の有無を評価して，EPC

を改正するのは，立法者の任務である。 

第三に，他に，これらの争点が問題となって

いる事件はない。 

 

33..22..22  DDAABBUUSS 事事件件東東京京地地判判ににおおけけるる言言及及  

EPO 法律審判部決定は，DABUS 事件東京地

判における出願人の主張に引用されている。 
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ける権利は，発明者（inventor）又はその権利の

承継人（successor in title）に帰属する（60 条 1

項）。出願においては，発明者を指定し，出願

人が発明者でない場合又は単独の発明者でない

場合，特許を受ける権利の起源を示す声明が求

められる（81 条，EPC 規則 19）。 

DABUS 出願は，上記の規定に違反している

などとして，EPOにより却下された。出願人は，

その取消しを求めたが，EPO法律審判部決定は，

以下のとおり判示して当該請求を認めず，あわ

せて請求された拡大審判部への付託についても，

その必要性はないと判断した。 

同決定によれば，EPC において，発明者は，

法的能力を有する者でなければならない（決定

4.3.1）。60 条 1 項により特許を受ける権利が帰

属する発明者は，法的権利能力を有する者であ

ることが前提である（決定 4.3.2）。 

一方，発明者の指定を求める 81 条は，自然人

による発明ではない出願には適用されないとの

出願人の議論について，EPO審判部は，確かに，

発明者に特定の権利20）を付与するために発明者

の指定を求める同条の趣旨は，自然人発明者が

特定されない場合には妥当しないとの議論も可

能であることを認める（決定 4.4.1）。しかしな

がら，審判部は，発明者ではない出願人は，特

許を受ける権利の起源を示す必要があるところ

（81 条第二文），DABUS 出願の出願人が機械

の所有者かつ創作者として権利を取得するとの

主張は，当該出願人が発明者の権利の承継人

（successor in title）となることを可能にするも

のではないと判断した（決定 4.4.2）。 

同決定は，さらに，考えられる反論について

も検討を加えている。 

第一の反論は，新規で，産業上利用すること

ができ，進歩性のある発明は，特許を受けるこ

とができると定める 52 条 1 項は，自然人が創

作した発明に限定されないというものである。

審判部は，これに同意するとして，同項によれ

ば，AI 生成発明は特許可能と論じることも可能

であるとする（決定 4.6.2）。その場合，52 条 1

項の下で特許可能な発明について，60 条 1 項に

より特許を受ける権利が生じないことになるだ

ろうとも述べている。 

第二の反論は，特許を受ける権利の起源を示

す声明の提出は，方式上の要件に過ぎず，自ら

が権利を有すると考える第三者の対応を可能と

するためのものであるが，そのような方式違反

により特許可能な客体の保護を否定することは，

当該声明による利点が限定的であることに比し

て，バランスを失する（disproportionate）という

ものである（決定 4.6.3）。 

EPO 審判部は，以上の反論は，EPC の方式要

件を無視するものであり（決定 4.6.5），次の理

由から採用しないと判断した（決定 4.6.6）。 

第一に，審判部は，特定の出願人や発明カテ

ゴリーについて不平等な取扱いの問題があると

は考えていない。というのも，創作活動におけ

る機器の使用者や所有者が自らを発明者と指定

することを妨げる先例はなく，また，出願人が，

発明の実施には関係しないが，公正性の観点か

ら必要と考える情報を出願に記載することも妨

げられないからである。 

第二に，現実の問題の有無を評価して，EPC

を改正するのは，立法者の任務である。 

第三に，他に，これらの争点が問題となって

いる事件はない。 

 

33..22..22  DDAABBUUSS 事事件件東東京京地地判判ににおおけけるる言言及及  

EPO 法律審判部決定は，DABUS 事件東京地

判における出願人の主張に引用されている。 
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具体的には，特許要件を充足する発明であれ

ば，AI 生成発明も特許可能と論じることも可能

との説示は，AI 発明は日本の特許法の保護対象

から除外されていないとの主張に，また，自然

人発明者が不在の場合，発明者の指定は，不要

であるとの議論も可能との説示は，AI 発明にお

いて発明者の氏名等の記載は必要的記載事項で

はないとの主張に，それぞれ引用されている。 

これに対して，被告（国）は，EPO 法律審判

部決定は，日本の特許法の解釈において直ちに

参照し得えないことに加えて，その結論は，

DABUS出願の却下処分を維持するものであり，

出願人が引用した説示は，その一部に過ぎない

と反論し，東京地裁も，同決定は，日本の特許

法の解釈を直ちに左右しないと判示している。 

 

33..33  英英国国  

英国特許法上，「発明者」とは，発明の実際

の考案者（the actual deviser of the invention）と

定義される（7 条（3））。また，発明者，制定

法や契約等により権原を有する者又はそれらの

者から権利を承継した者は特許を受けることが

できるが，その他の者に対しては特許権を付与

することができない（7 条（2））。出願人は，

所定の期間内に，発明者と信じる者を特定しな

ければならない（13 条（2）（a））。出願人が発

明者でない場合には，特許を受ける権利の由来

を示す必要があり，それらに違反すると出願は

みなし取り下げとされる（13 条（2）（b））。 

上記規定を踏まえ，英国知的財産庁（以下，

「UKIPO」という。）は，DABUS 出願をみなし

取下げと決定した21）。出願人は，不服を申し立

てたが，英国高等法院22）及び英国控訴院23）は，

いずれもこれを認めず，英国最高裁24）も，次のと

おり判断して，みなし取下げの結論を維持した。 

最高裁は，まず，本件においては，およそ「自

律的」AI 生成物が特許されるべきか，そのため

に発明者概念を拡張すべきかといった政策論が

問われているわけではなく，下級審がそう判断

してきたように，現行法の解釈に論点は限定さ

れており（段落 48～50），DABUS が発明を創

作したとの出願人の主張については，これを受

け入れた上で出願の適否を検討すべきことを確

認している（段落 51）。 

続いて最高裁は，3 つの争点について次のと

おり判示した。 

第 1 の争点である「発明者」の範囲と意味に

ついて，最高裁は，発明者は自然人でなければ

ならず（段落 56），7 条（3）の「考案者」（deviser）

は，発明を考案した「人」（person）という通常

の意味以外の意味を有することは何等示唆され

ていないこと（段落 57）を，先例の確認等を踏

まえて再確認し（段落 60～62），DABUS は，

発明者ではないと結論付けた（段落 73）。 

第 2 の争点は，出願人は，DABUS により生

成された技術的進歩25）について，特許を出願し，

取得する権利を有するかであり，出願人は，

DABUS の所有権に基づき，付合の法理（doctrine 

of accession）の（類推）適用により DABUS が

生み出した果実である発明について権利を有す

るなどと主張した。これに対して，最高裁は，

出発点として発明者が存在する必要があるが，

DABUS は発明者でないこと（段落 77），また，

付合の法理（doctrine of accession）は，既存の有

体物が生み出した新たな有体物に関するルール

であり，本件のように無体物に適用する根拠は

ないこと（段落 87～88）等を挙げて，出願人の

主張を斥けている。 

第 3 の争点は，UKIPO は，出願をみなし取り

下げとすることができるか，である。この点に
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ついて，控訴院判決における反対意見（Briss 判

事）は，発明者の特定について，出願人が発明

者と信じる者を特定すれば足り，それが真に出

願人の信念なのであれば発明者特定義務は果た

されること（控訴院判決段落 58，60），また，

発明者の特定や発明者から出願人への権利の由

来の説明を求める目的は，UKIPO が公開する情

報を得るためであり（控訴院判決段落 68），別

に特許を受ける者が存在する場合の処理には別

の手続き26）が設けられていること（控訴院判決

段落 70，72）を踏まえると，DABUS 出願にお

ける（自然人）発明者の不在は出願人の信念を

反映したものであって（控訴院判決段落 79，80），

権利の由来に関する出願人の主張も不完全なも

のでない（控訴院判決段落 83）以上，それらの

主張の妥当性について判断する必要はなく，

DABUS 出願は適法であって，発明の創作者が

機械である事実は特許付与を妨げるものではな

い（控訴院判決段落 97）とまで述べていた。 

しかしながら，最高裁は，発明者性や権利の

由来に関する出願人の主張の正確性を審査する

ことは UKIPO の機能ではないとしても，出願

人の主張が明らかに誤り又は不十分である場合

に UKIPO は介入し得ると指摘する（段落 96）。

最高裁によれば，DABUS は，発明者ではないの

であるから，出願人は自らが発明者と考える者

を一切特定しておらず（段落 93～94），また，

DABUS の所有は，権利の由来の説明としては

不十分であるため（段落 97），UKIPO によるみ

なし取り上げの判断は正しい（段落 98～99）。 

 

33..44  米米国国  

33..44..11  DDAABBUUSS 出出願願のの扱扱いい  

米国特許法において，「発明者」とは，発明

の主題（subject matter）を発明又は発見した個人

（individual）と定義される（100 条（f））。共

同発明の場合，「発明者」は，そのような複数

の個人（individuals）であり（100 条（f）），「共

同発明者」（“joint inventor” and “coinventor”）は，

そのような複数の個人（individuals）のうちの 1

人である（100 条（g））。また，何人も（Whoever），

新規で有用な方法，機械，製造物，組成物，新

規かつ有用な改良を発明又は発見した者は，特

許を受けることができる（101 条）。（共同）発

明者である各個人（each individual）は，自身

（himself or herself）が最初（original）の（共同）

発明者であると信じている旨を宣誓又は宣言し

なければならない（115 条（a）（b））。 

以上を前提に，米国特許商標庁（以下，

「USPTO」という。）は，DABUS 出願につい

て，発明者に関する適切な情報の提出を求める

通知を決定し，その取消しを求める出願人の請

願を却下し，さらにその再考を求める請願も却

下した27）。出願人は，不服を申し立てたが，バ

ージニア東部地区連邦地裁はこれを認めず28），

出願人は，連邦巡回区控訴裁判所（以下，「CAFC」

という。）に控訴したが，CAFC も，以下のよ

うに述べて控訴を棄却した29）。 

CAFC によれば，AI システムが特許法上の「発

明者」たり得るかという条文解釈において，条

文の文言が明確である場合には，それを検討す

れば足りる。そうすると，特許法は，発明者が

自然人（natural persons），すなわち人間（human 

beings）であることを求めていることは，条文上

明確である。その根拠として，CAFC は，上記

の「発明者」や「共同発明者」の定義規定（100

条（f）（g））及び発明者による宣誓又は宣言規定

（115 条）において「個人」（individuals）とい

う文言が用いられていることを挙げる。 

もっとも，特許法は，「個人」（individual）
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ついて，控訴院判決における反対意見（Briss 判

事）は，発明者の特定について，出願人が発明

者と信じる者を特定すれば足り，それが真に出

願人の信念なのであれば発明者特定義務は果た

されること（控訴院判決段落 58，60），また，

発明者の特定や発明者から出願人への権利の由

来の説明を求める目的は，UKIPO が公開する情

報を得るためであり（控訴院判決段落 68），別

に特許を受ける者が存在する場合の処理には別

の手続き26）が設けられていること（控訴院判決

段落 70，72）を踏まえると，DABUS 出願にお

ける（自然人）発明者の不在は出願人の信念を

反映したものであって（控訴院判決段落 79，80），

権利の由来に関する出願人の主張も不完全なも

のでない（控訴院判決段落 83）以上，それらの

主張の妥当性について判断する必要はなく，

DABUS 出願は適法であって，発明の創作者が

機械である事実は特許付与を妨げるものではな

い（控訴院判決段落 97）とまで述べていた。 

しかしながら，最高裁は，発明者性や権利の

由来に関する出願人の主張の正確性を審査する

ことは UKIPO の機能ではないとしても，出願

人の主張が明らかに誤り又は不十分である場合

に UKIPO は介入し得ると指摘する（段落 96）。

最高裁によれば，DABUS は，発明者ではないの

であるから，出願人は自らが発明者と考える者

を一切特定しておらず（段落 93～94），また，

DABUS の所有は，権利の由来の説明としては

不十分であるため（段落 97），UKIPO によるみ

なし取り上げの判断は正しい（段落 98～99）。 

 

33..44  米米国国  

33..44..11  DDAABBUUSS 出出願願のの扱扱いい  

米国特許法において，「発明者」とは，発明

の主題（subject matter）を発明又は発見した個人

（individual）と定義される（100 条（f））。共

同発明の場合，「発明者」は，そのような複数

の個人（individuals）であり（100 条（f）），「共

同発明者」（“joint inventor” and “coinventor”）は，

そのような複数の個人（individuals）のうちの 1

人である（100 条（g））。また，何人も（Whoever），

新規で有用な方法，機械，製造物，組成物，新

規かつ有用な改良を発明又は発見した者は，特

許を受けることができる（101 条）。（共同）発

明者である各個人（each individual）は，自身

（himself or herself）が最初（original）の（共同）

発明者であると信じている旨を宣誓又は宣言し

なければならない（115 条（a）（b））。 

以上を前提に，米国特許商標庁（以下，

「USPTO」という。）は，DABUS 出願につい

て，発明者に関する適切な情報の提出を求める

通知を決定し，その取消しを求める出願人の請

願を却下し，さらにその再考を求める請願も却

下した27）。出願人は，不服を申し立てたが，バ

ージニア東部地区連邦地裁はこれを認めず28），

出願人は，連邦巡回区控訴裁判所（以下，「CAFC」

という。）に控訴したが，CAFC も，以下のよ

うに述べて控訴を棄却した29）。 

CAFC によれば，AI システムが特許法上の「発

明者」たり得るかという条文解釈において，条

文の文言が明確である場合には，それを検討す

れば足りる。そうすると，特許法は，発明者が

自然人（natural persons），すなわち人間（human 

beings）であることを求めていることは，条文上

明確である。その根拠として，CAFC は，上記

の「発明者」や「共同発明者」の定義規定（100

条（f）（g））及び発明者による宣誓又は宣言規定

（115 条）において「個人」（individuals）とい

う文言が用いられていることを挙げる。 

もっとも，特許法は，「個人」（individual）
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について定義していない。しかしながら，CAFC

は，最高裁の先例や辞書等を参照しつつ，法律

の条文における「個人」は，議会の異なる意図

が示唆されない限り，人間（human beings）を指

すとした上で，特許法には異なる意図の示唆は

ないと判断した。反対に，CAFC は，上記の条

文以外にも，発明者の宣誓又は宣言に関する

115 条は，「彼自身」（himself）及び「彼女自身」

（herself）という人称代名詞を用いており（115

条（b）（2）），仮に議会が人間ではない発明者

を認めるつもりであれば用いたであろう「それ

自体」（itself）という文言は用いていないこと

を指摘する。くわえて，同条は，自らが発明者

であると信じる個人による宣誓または宣言を要

求するが，出願人が DABUS の代理と称して必

要書類を提出した事実が示すとおり，発明者に

ついて AI システムによる信念の形成が可能で

あることは示されていないとも述べる。 

また，発明をした「何人も」（Whoever）特許

を受けられると定める 101 条に関連して，CAFC

は，「何人も」（whoever）は，法人等を含み得

る点において「個人」（individual）より広いこ

とを認めつつ30），問題は，「発明者」の定義で

あって，そこでは，「個人」（individual）の文

言が用いられ，「何人も」（whoever）の文言は

用いられていないとした。 

さらに，非自明性に関する 103 条によれば，

発明がどのように創作されたかによって特許性

は否定されないとの出願人の主張について，

CAFC は，同条は発明者性の規定ではないとし

て，これを否定する。 

一方，出願人は，イノベーションを促進し，

社会への公開を奨励するために，AI により生成

された発明は特許可能であるべきとの政策論を

主張していたが，CAFC は，条文の文言の意味

が明白であればそれに従うという条文解釈が全

てであり，出願人の政策論は，条文上の根拠を

欠くとした。なお，CAFC は，本件は，人間が

AI の支援（assistance）により創作した発明が特

許保護を受けられるかという問題ではないとも

ことわっている。 

さらに出願人は，憲法判断回避の原則（canon 

of constitutional avoidance）により，AI を発明者

として認めることは，「学術及び有用な技芸の

進歩を促進するため」との憲法の知財条項（1 章

8 条 8 項）に適合する一方，発明者として認め

ないことは，そのような憲法上の目的を損なう

ことから避けるべきであると主張したが，

CAFC は，これを斥けている。CAFC によれば，

上記知財条項は，議会に立法権限を付与するも

のであり，議会は，それにしたがい，現行特許

法の立法を選択したのであるから，憲法判断回

避の原則が適用される余地はないとされる。 

以上を踏まえ，CAFC は，自然人のみが発明

者であり，AI は発明者たり得ないと結論付けた。

これに対して，出願人は，裁量上訴を申し立て

たが，米国最高裁は，これを受理しなかった31）。 

 

33..44..22  発発明明者者性性ガガイイダダンンスス  

上記 CAFC 判決後の 2024年 2 月 13 日，USPTO

は，AI 支援発明（AI-Assisted Inventions）におけ

る発明者性に関するガイダンス（以下，「本件

ガイダンス」という。）を公表した32）。 

ここでの AI 支援発明（AI-Assisted Inventions）

とは，AI システムを用いて自然人により創作さ

れた発明を指す（本件ガイダンス注 1）。前述

のとおり，AI の発明者適格を否定した CAFC は，

DABUS 事件は，AI の支援（assistance）により

人間が創作した発明の事案ではないとことわっ

ていた。本件ガイダンスは，その点を踏まえて，
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AI システムを利用する自然人が発明に重要な

貢献をした（significantly contributed）場合，当

該自然人は，発明者として認められるとする。

その上で，本件ガイダンスは，自然人発明者に

求められる「重要な貢献」（significant contribution）

がどのような場合に認められるかについて，次

に述べる具体的指針を示している。 

 

33..44..22..11  発発明明者者認認定定のの具具体体的的指指針針  

本件ガイダンスが取り上げるのは，自然人が

AI を道具として利用して発明を創作した場合

の発明者認定の問題である。この論点は，AI が

自律的に発明を完成させたと主張する DABUS

出願と異なり，より現実的な問題として実務的

にも重要であると考えられる。その点は認識し

つつも33），AI の発明者適格を検討の主眼とする

本稿では，概要を紹介するにとどめる。 

具体的指針に先立ち，本件ガイドラインは，

AI 支援発明において「重要な貢献」（significant 

contribution）をした発明者を認定する判断基準

として，共同発明者の認定に適用される Pannu

判決34）の 3 要件（Pannu factors）を用いるとす

る。Pannu factors とは，（1）発明の着想（con-

ception）又は具体化（reduction to practice）に重

要な貢献をすること，（2）クレームされた発明

への貢献が全体の中で質的にわずかなものでは

ないこと，（3）単に周知の概念や現在の技術水

準の説明以上の貢献をすること，である。なお，

（1）は，具体化への重要な貢献により発明者性

が肯定される余地があるかに読めるが，本件ガ

イダンスによれば，これは，化合物など予測困

難な技術分野において，実験の成功を通じた具

体化と同時に着想が認められるような場合（具

体化と同時の着想の法理）を指し，それ以外の

場合では，具体化のみでは不十分であり，着想

への重要な貢献が決め手であるとする。出願に

記載された発明者が Pannu factors を充足しない

場合，当該出願は，拒絶される（101 条及び 115

条）。 

以上の判断基準を踏まえて，本件ガイダンス

は，発明者認定の具体的指針を，例示とことわ

りつつ，以下のとおり提示する。 

1．AI システムを用いて AI 支援発明を創作し

た自然人が重要な貢献をしていれば，当該

自然人は（共同）発明者たり得る。 

2．単なる課題の認識，一般的な目標や研究計

画の立案は，着想と認められない。AI シス

テムに課題を提示するのみの自然人は，

（共同）発明者に該当しないが，AI システ

ムから特定の解決策を導き出すために特

定の課題を念頭にプロンプトを作成すれ

ば，重要な貢献が認められる可能性がある。 

3．具体化のみでは，発明者としての「重要な

貢献」が認められない。AI システムの出力

を単に発明として認識，評価するに過ぎな

い自然人は，特にその出力の特性や有用性

が当業者にとって明らかである場合，発明

者ではない。しかし，AI システムの出力に

重要な貢献を加えて発明を創出した自然

人は，発明者たり得る。AI システムの出力

を用いて実験を成功させた自然人は，発明

の具体化までは着想が認められないにせ

よ，重要な貢献が認められる場合がある。 

4．クレームされた発明の基礎となる本質的な

構成要素を開発した自然人は，発明の着想

に至るまでの行動に参画していなかった

としても，重要な貢献が認められ得る。自

然人が特定の解決策を導き出すために特

定の問題を念頭に AI システムを設計，構

築，トレーニングすることが重要な貢献で
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あれば，当該自然人は発明者たり得る。 

5．AI システムに対する「知的支配」は，AI

システムを使用して創作された発明の発

明者性を基礎付けない。したがって，着想

に重要な貢献をすることなく，AI システム

を所有又は管理するに過ぎない自然人は，

発明者に当たらない。 

 

33..44..22..22  実実務務運運用用  

本件ガイダンスによれば，願書に記載された

（共同）発明者が重要な貢献をしていない場合，

101 条及び 115 条に基づく拒絶理由が生じる。

その点を前提に，本件ガイダンスは，出願人が

特許性に関する重要な（material to patentability）

情報を開示しなければならない義務35）の対象に，

AI 支援発明における重要な貢献が，発明者と記

載された者ではなく，AI システムによりなされ

たことを示す証拠が含まれるとしている。もっ

とも，実際に発明者性に関する情報の提出が必

要な場合は殆どないとも述べているが，その一

方で，出願人は，発明者性に関する重要な情報

を認識した場合には速やかにそれを提出すべき

であるともしている。さらに，USPTO に提出す

る書類については「状況に応じた合理的な調査」

（inquiry reasonable under the circumstances）が求

められるため36），出願の準備においては，発明

の創作に AI が用いられた場合に自然人の貢献

が発明者として認められるレベルに達している

かを評価することが適切であるとされる。他方，

審査官等は，適正な審査や処理のために合理的

に必要な情報の提出を求めることができるため37），

AI 支援発明において発明者と記載された者が

重要な貢献をしていないと判断する合理的な根

拠があれば，審査官等は，発明者性に関する情

報の提出を要求可能としている。 

以上からすると，実際に USPTO が積極的に

発明者性を審査するのか否かは定かでないもの

の，本件ガイダンスは，必要があれば既存の枠

組みの中で発明者性について審査可能であるこ

とを示すものといえよう。 

 

33..44..22..33  そそのの他他  

本件ガイダンスによれば，特許権や特許出願

に関する権利は，発明者に原始的に帰属し，譲

渡により移転可能であることは，AI 支援発明に

おいても同様であるが，AI システムは，発明者

たり得ないため，譲渡する権利をもち得ない。 

また，本件ガイダンスにあわせて，具体的な

事例も公表されており，その中には，自然人の

発明者が不在となるケースも含まれている38）。 

 

33..55  豪豪州州  

豪州特許法 15 条（1）は，特許を受けること

ができる者（person）の四類型として，発明者

（inventor）（（a）），特許権付与時に当該特許権

を譲り受ける権原を有する者（（b）），上記二者

のいずれかから権原を取得する（derive）者

（（c）），上記三者が死亡している場合の法定代

理人（（d））を設けている。また，PCT 出願の出願

人は，発明者の氏名を記載する必要がある（豪

州特許規則 3.2C（2）（aa））。ただし，発明者は，

定義されていない。 

PCT 出願である DABUS 出願は，特許庁によ

り，発明者の氏名を記載していないと判断され，

失効した。これに対して，出願人は不服を申し

立て，連邦裁判所判決39）は，AI は発明者たり得

ると判断して特許庁の処分を取り消した。しか

しながら，同判決は，控訴審である連邦裁判所

大合議（Full Court）により取り消された40）。 
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33..55..11  連連邦邦裁裁判判所所判判決決  

一審判決は，AI の発明者適格を肯定した点が

注目されるため，以下，その理由を紹介する。 

同判決によれば，inventor という単語は，動作

主名詞（agent noun）であり，動作主名詞は，動

詞に er や or といった接尾辞が追加されて動詞

が示す行為を実行する動作主（agent）を指し，

例えば Computer のように，動作主は人に限らず

物でもよいから，AI が発明する動作主（agent）

であるなら inventor ということができる（段落

10，120，148，149）。また，AI の発明者性を否

定すると，進歩性等特許要件を充足する発明で

あるにも関わらず，人間の発明者が不在である

ために特許を受けることができない事態が生じ

る。しかし，技術的イノベーションと技術移転・

普及を通じて経済的な厚生を促進するという特

許法 2 条に定める特許法の目的に照らしても，

そのような場合に保護を否定すべき理由はなく，

AI の発明者適格を認めることは，イノベーショ

ンを促進し，AI 開発等にインセンティブを与え，

AI 技術が進展している現実にも合致する（段落

10，13，121，124，125，126，132）。 

次に，AI の発明者適格を認める場合の権利帰

属について，同判決は，次のとおり述べる。

DABUS は発明者（inventor）たり得るが，特許

権は人（person）である発明者に付与されるとの

特許法 15条（1）（a）の規定に照らすと，人（person）

ではない DABUS に特許権は付与されない（段

落 160）。他方，15 条（1）は，発明者以外に特

許権が付与される者として，①特許権付与時に

当該特許権を譲り受ける権原を有する者（15 条

（1）（b））と，②発明者又は①に該当する者から

発明についての権利を取得する（derive）者（15

条（1）（c））を定めており，出願人である Thaler

博士は，これらの類型に該当し得る。①との関

係では，動植物の所有者がその子孫・果実を所

有できるように，DABUS の保有者（owner）で

ある Thaler 博士は AI が生成した発明の「所有

者」（owner）であり（段落 167），発明者から

の譲渡（assignment）を厳格に捉えるべきではな

い（段落 168～175）。また，②の取得（derive）

は譲渡（assignment）より広い（段落 178～185，

197）。Thaler 博士は DABUS の保有者かつ管理

者（owner and controller）であり，DABUS が生

成した発明を占有（possession）することにより

発明の権利を保有（own）し，この場合，権利は

Thaler 博士に原始的に帰属するものの，なお「発

明者から取得された」（derived from the inventor）

といえる（段落 189）。発明者からの取得とは，

発明者に一旦帰属した権利が別の者に承継され

る場合に限定されず，発明者「から」（from）

とは，起源（source）又は出発点（starting point）

を示すに過ぎない（段落 198）。 

 

33..55..22  連連邦邦裁裁判判所所大大法法廷廷判判決決  

これに対して，連邦裁判所大法廷判決は，AI

は発明者たり得ないと判示して，一審判決を取

り消した。 

同判決は，まず，発明者の氏名の記載を求め

る特許規則 3.2C（2）（aa）の目的は，特許を受け

ることができる出願人の権原の明確化であるこ

とを確認する（段落 75，84）。そして特許法の

歴史，条文，先例等を参照した同判決は，特許

を受けることができる者に関して，法は，特許

法における発明が自然人の精神（mind）から生

じることを前提としていると述べる（段落 105）。 

その上で同判決は，特許権が「発明者である

者」にのみ付与されると定める 15 条（1）(a)に

おける「者（person）」とは，文脈上，自然人で

あるとする（段落 106）。同判決によれば，それ
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33..55..11  連連邦邦裁裁判判所所判判決決  

一審判決は，AI の発明者適格を肯定した点が

注目されるため，以下，その理由を紹介する。 

同判決によれば，inventor という単語は，動作

主名詞（agent noun）であり，動作主名詞は，動

詞に er や or といった接尾辞が追加されて動詞

が示す行為を実行する動作主（agent）を指し，

例えば Computer のように，動作主は人に限らず

物でもよいから，AI が発明する動作主（agent）

であるなら inventor ということができる（段落

10，120，148，149）。また，AI の発明者性を否

定すると，進歩性等特許要件を充足する発明で

あるにも関わらず，人間の発明者が不在である

ために特許を受けることができない事態が生じ

る。しかし，技術的イノベーションと技術移転・

普及を通じて経済的な厚生を促進するという特

許法 2 条に定める特許法の目的に照らしても，

そのような場合に保護を否定すべき理由はなく，

AI の発明者適格を認めることは，イノベーショ

ンを促進し，AI 開発等にインセンティブを与え，

AI 技術が進展している現実にも合致する（段落

10，13，121，124，125，126，132）。 

次に，AI の発明者適格を認める場合の権利帰

属について，同判決は，次のとおり述べる。

DABUS は発明者（inventor）たり得るが，特許

権は人（person）である発明者に付与されるとの

特許法 15条（1）（a）の規定に照らすと，人（person）

ではない DABUS に特許権は付与されない（段

落 160）。他方，15 条（1）は，発明者以外に特

許権が付与される者として，①特許権付与時に

当該特許権を譲り受ける権原を有する者（15 条

（1）（b））と，②発明者又は①に該当する者から

発明についての権利を取得する（derive）者（15

条（1）（c））を定めており，出願人である Thaler

博士は，これらの類型に該当し得る。①との関

係では，動植物の所有者がその子孫・果実を所

有できるように，DABUS の保有者（owner）で

ある Thaler 博士は AI が生成した発明の「所有

者」（owner）であり（段落 167），発明者から

の譲渡（assignment）を厳格に捉えるべきではな

い（段落 168～175）。また，②の取得（derive）

は譲渡（assignment）より広い（段落 178～185，

197）。Thaler 博士は DABUS の保有者かつ管理

者（owner and controller）であり，DABUS が生

成した発明を占有（possession）することにより

発明の権利を保有（own）し，この場合，権利は

Thaler 博士に原始的に帰属するものの，なお「発

明者から取得された」（derived from the inventor）

といえる（段落 189）。発明者からの取得とは，

発明者に一旦帰属した権利が別の者に承継され

る場合に限定されず，発明者「から」（from）

とは，起源（source）又は出発点（starting point）

を示すに過ぎない（段落 198）。 

 

33..55..22  連連邦邦裁裁判判所所大大法法廷廷判判決決  

これに対して，連邦裁判所大法廷判決は，AI

は発明者たり得ないと判示して，一審判決を取

り消した。 

同判決は，まず，発明者の氏名の記載を求め

る特許規則 3.2C（2）（aa）の目的は，特許を受け

ることができる出願人の権原の明確化であるこ

とを確認する（段落 75，84）。そして特許法の

歴史，条文，先例等を参照した同判決は，特許

を受けることができる者に関して，法は，特許

法における発明が自然人の精神（mind）から生

じることを前提としていると述べる（段落 105）。 

その上で同判決は，特許権が「発明者である

者」にのみ付与されると定める 15 条（1）(a)に

おける「者（person）」とは，文脈上，自然人で

あるとする（段落 106）。同判決によれば，それ
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以外に特許を受けられる権原について定める

15 条（1）（b），（c），（d）の規定は，上記の 15 条

（1）（a）の発明者から権原を取得する状況を定

めるものであって，実際の発明者と最初に特許

を受ける権利を有する者との間に法的関係が存

在しなければならない（段落 107）。譲渡による

特許権の取得について定める 15 条（1）（b）につ

いてみると，この譲渡は，自然人である発明者

を起点とするのが最も自然であり，法人格のな

い何か（something）による譲渡は，有効ではな

い（段落 108）。したがって，同判決は，特許法

及び特許規則においては，自然人のみが発明者

たり得るのであり，15 条（1）（b）から（d）に基づ

いて特許を受けるためには，その発明者が特定

される必要があると結論付けた（段落 113）。 

また，同判決は，出願人には DABUS 出願に

よる議論喚起の意図があったことは明らかであ

るとしつつ，政策論としては，以下のとおり，

様々な議論があることを認める（段落 119）。例

えば，AI を含むように発明者は再定義されるべ

きか，その場合，誰に特許権が付与されるのか，

AI が作動する機械の所有者か，AI ソフトウェ

アの開発者か，ソースコードの著作権者か，AI

の学習データ入力者か，あるいはその他の者か。

また，仮想的な当業者の知見と思考プロセスに

より判断される進歩性の基準は見直されるべき

か。さらに，冒認による取消しは，どのような

役割を果たすのか。しかしながら，連邦裁判所

大法廷判決は，解釈論に立法論を持ち込むべき

ではないとして，そのようなアプローチに肯定

的な一審判決を批判している（段落 120）。 

さらに，連邦裁判所大法廷判決は，DABUS 出

願では，発明者は，AI であり，Thaler 博士では

ないことが前提とされているが，果たして自然

人発明者は不在なのかについて，本訴訟では検

討されておらず，定かでないと指摘する。その

上で，もしこの点が検討されたとしたら，Thaler

博士が DABUS のソースコードの著作権者，か

つ，DABUS が作動するコンピュータの所有者

であって，DABUS の維持や運用コスト負担の

責任者でもあることを含む様々な事情のうち，

何を重視するかについて考慮する必要があった

かもしれないと述べて，DABUS 出願における

自然人発明者の存在に含みを持たせている。 

以上のとおり，控訴審判決は，一審判決が依

拠した inventor という単語の言語的性質を一顧

だにせず，また，特許要件を充足する発明は，

特許法の目的に照らして保護されるべきとの議

論も，政策論として一蹴している。また，AI の

発明者適格を否定したため，AI 保有者への権利

帰属を認めた一審判決と異なり，権利帰属の問

題について判断していない。 

なお，出願人は，連邦最高裁（High Court of 

Australia）に対して上訴の特別許可（Special 

Leave）を請求したが，連邦最高裁は，これを認

めなかった41）。 

 

33..66  そそのの他他  

その他にも，ドイツでは，特許法 6 条により

特許を受ける権利は，発明者又はその承継人に

帰属し，37 条 1 項により発明者の指定が求めら

れるところ，連邦通常裁判所は，次のとおり判

示して，AI の発明者適格を否定している42）。す

なわち，37 条に基づき指定すべき発明者は，自

然人のみであって，ハードウェアやソフトウェ

アから構成される AI システムは，発明者たり

得ない（段落 21）。発明者の地位から特許を受

ける権利と人格的権利が生じるため，発明者は，

権利能力を有することを前提としているからで

ある（段落 29，30）。一方，クレームされた技
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術的教示を見出すために AI が用いられた場合

に自然人を発明者と指定することは，可能であ

り（段落 32），必要である（段落 50）。現在の

知見によれば，人間の準備や影響なしに技術的

教示を探索するシステムは存在せず（段落 40），

出願人が（少なくとも）一人の発明者を指定す

ることは可能である（段落 44）。ただし，自然

人を発明者と指定しても，発明が AI により生

成された旨の補足書類が提出された場合，出願

全体として発明者を明確に指定したとはいえな

い（段落 57）。もっとも，発明者として出願人

の氏名を記載し，当該出願人が AI に発明の創

作を促した旨を追加的に記載すること43）は，出

願を拒絶する理由にはならない（段落 62）。出

願人は，明確に発明者として指定されており，

かかる記載の妥当性の法的評価は，出願手続に

おいてなされないからである（段落 65）。 

一方，南アフリカでは，2021 年 7 月 28 日，

DABUS出願に特許権が付与された44）。ただし，

南アフリカは無審査主義であること（南アフリ

カ特許法 42 条，44 条）に留意する必要がある。

もっとも，他国と異なり，方式審査において AI

を発明者とする記載が問題にされなかったとは

いえるかもしれない45）。 

 

44．．若若干干のの検検討討  

44..11  解解釈釈論論  

3．で紹介したとおり，現行法の解釈論につい

てみると，各国の発明者に関する規定は同一で

はないものの，裁判所等（EPO 審判部を含む）

の判断は，発明者は，自然人に限られ，AI は，

発明者たり得ないという点において一致する

（豪州連邦裁判所一審判決を除く。）。ただし，

各国間で多少の温度差もあり，例えば，EPO 審

判部は，自然人の発明者が不在の発明の保護に

相対的に好意的であるといえなくもない。 

また，多くの国において，AI の発明者適格を

否定する理由として，「発明者」の定義規定を

有する英国や米国では「発明者」の文言，それ

以外の日本では「氏名」などの条文の文言自体

の解釈や，特許を受ける権利が帰属する発明者

は，法的な権利能力を有していなければならな

いといった点が挙げられている。 

他方，豪州連邦裁判所一審を除く各国の裁判

所等は，立法論と解釈論を峻別し，出願人が主

張する政策論の考慮については，慎重である。 

以上の点は，DABUS 事件東京地判にも基本

的に妥当する。その限りにおいて，同判決は，

現時点における各国の司法判断等の大勢に沿う

ものといえるだろう。 

 

44..11..11  DDAABBUUSS 事事件件東東京京地地判判  

もっとも，DABUS 事件東京地判の解釈論に

ついては，以下のとおり特徴的な点も見られる。 

 

44..11..11..11  客客体体をを重重視視すするる議議論論のの妥妥当当性性  

東京地裁は，発明が自然人により生み出され

るものであると解する根拠として，知的財産基

本法 2 条 1 項を挙げる。これは，知的財産基本

法に類似する立法を有する国は少ないこともあ

り，他国の判断には見られない理由付けである。

しかしながら，特許法の解釈における知的財産

基本法の位置付けについては，議論の余地があ

ろう。そもそも基本法は，一般に法規範性が希

薄であるとされ46），知的財産基本法も，知的財

産政策の理念（3 条，4 条），各主体の責務（5

～8 条）や基本的施策（12～22 条）などを定め

るものであって，私人の権利や義務を直接定め

るものではない。さらに，立案担当者は，「知
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術的教示を見出すために AI が用いられた場合

に自然人を発明者と指定することは，可能であ

り（段落 32），必要である（段落 50）。現在の

知見によれば，人間の準備や影響なしに技術的

教示を探索するシステムは存在せず（段落 40），

出願人が（少なくとも）一人の発明者を指定す

ることは可能である（段落 44）。ただし，自然

人を発明者と指定しても，発明が AI により生

成された旨の補足書類が提出された場合，出願

全体として発明者を明確に指定したとはいえな

い（段落 57）。もっとも，発明者として出願人

の氏名を記載し，当該出願人が AI に発明の創

作を促した旨を追加的に記載すること43）は，出

願を拒絶する理由にはならない（段落 62）。出

願人は，明確に発明者として指定されており，

かかる記載の妥当性の法的評価は，出願手続に

おいてなされないからである（段落 65）。 

一方，南アフリカでは，2021 年 7 月 28 日，

DABUS出願に特許権が付与された44）。ただし，

南アフリカは無審査主義であること（南アフリ

カ特許法 42 条，44 条）に留意する必要がある。

もっとも，他国と異なり，方式審査において AI

を発明者とする記載が問題にされなかったとは

いえるかもしれない45）。 

 

44．．若若干干のの検検討討  

44..11  解解釈釈論論  

3．で紹介したとおり，現行法の解釈論につい

てみると，各国の発明者に関する規定は同一で

はないものの，裁判所等（EPO 審判部を含む）

の判断は，発明者は，自然人に限られ，AI は，

発明者たり得ないという点において一致する

（豪州連邦裁判所一審判決を除く。）。ただし，

各国間で多少の温度差もあり，例えば，EPO 審

判部は，自然人の発明者が不在の発明の保護に

相対的に好意的であるといえなくもない。 

また，多くの国において，AI の発明者適格を

否定する理由として，「発明者」の定義規定を

有する英国や米国では「発明者」の文言，それ

以外の日本では「氏名」などの条文の文言自体

の解釈や，特許を受ける権利が帰属する発明者

は，法的な権利能力を有していなければならな

いといった点が挙げられている。 

他方，豪州連邦裁判所一審を除く各国の裁判

所等は，立法論と解釈論を峻別し，出願人が主

張する政策論の考慮については，慎重である。 

以上の点は，DABUS 事件東京地判にも基本

的に妥当する。その限りにおいて，同判決は，

現時点における各国の司法判断等の大勢に沿う

ものといえるだろう。 

 

44..11..11  DDAABBUUSS 事事件件東東京京地地判判  

もっとも，DABUS 事件東京地判の解釈論に

ついては，以下のとおり特徴的な点も見られる。 

 

44..11..11..11  客客体体をを重重視視すするる議議論論のの妥妥当当性性  

東京地裁は，発明が自然人により生み出され

るものであると解する根拠として，知的財産基

本法 2 条 1 項を挙げる。これは，知的財産基本

法に類似する立法を有する国は少ないこともあ

り，他国の判断には見られない理由付けである。

しかしながら，特許法の解釈における知的財産

基本法の位置付けについては，議論の余地があ

ろう。そもそも基本法は，一般に法規範性が希

薄であるとされ46），知的財産基本法も，知的財

産政策の理念（3 条，4 条），各主体の責務（5

～8 条）や基本的施策（12～22 条）などを定め

るものであって，私人の権利や義務を直接定め

るものではない。さらに，立案担当者は，「知
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的財産」の定義について，法的な権利として確

定しているか否かを問わず，広く定義したもの

と説明している47）。それらの点を踏まえれば，

知的財産基本法が特許法の解釈指針としてそれ

ほど重要な意義を有しているとは考えがたい。 

それでも東京地裁が知的財産基本法に言及し

たのは，特許法上，発明は自然人によるものに

限定されず，「AI 発明」も含まれるとの出願人

の主張に対して，被告の国が，発明は自然人に

よるものに限られると反論する根拠の一つに同

法 2 条 1 項を挙げたからかもしれない。 

一方，被告の国は，特許法 2 条 1 項の「発明」

の定義にいう「技術的思想の創作」は，自然人

の精神活動の介在を前提にしているとも主張し

ていた。確かに「思想又は感情を創作的に表現

したもの」（著作権法 2 条 1 項）である著作物に

は自然人の「思想又は感情」が要求されるし48），

「発明とは人が創作したもの」49）とも説かれて

きた。また，前述の豪州連邦裁判所大法廷判決

も，発明は自然人の精神（mind）から生じるこ

とを前提とすると解している。もっとも，従来，

「技術的思想」とは，一定の目的を達成するた

めの具体的手段であって，反復可能性があるこ

と50），また，「創作」も発明を発見から区別す

るもの51）と解されてきた。そこで，出願人は，

「発明」は自然人がしたものに限られず，「AI

発明」が客観的に 29 条等の特許要件を充足す

れば，特許法上保護されると主張していた。 

前述した豪州連邦裁判所判決は，このような

主張に理解を示し，自然人発明者が存在しなく

とも特許要件を充足する発明の保護を認めてい

た。同様に，前述した EPO 法律審判部決定も，

議論の過程においてではあるが，そのような主

張に一定の理解を示しているようにも見える。

もっとも，豪州連邦裁判所大法廷判決は，前述

のとおり解して豪州連邦裁判所判決を取り消し

た。我が国においても同様に「技術的思想の創

作」は自然人によるものを前提にしていると解

することも考えられようが，前述したとおり，

これを反復可能性のある技術的手段が人工的に

作出されていることと解することも不可能では

ない。他方，知的財産基本法 2 条 1 項は，明文

で「人間の創造的活動」を要求しているため，

東京地裁は，それに依拠したのかもしれない。 

もっとも，特許法 2 条 1 項の発明の定義が決

定的でないにせよ，知的財産基本法 2 条 1 項に

よらず，「自律的」AI 生成物の特許保護を否定

することは可能と考えられる。前述したとおり，

誰を保護するかという権利の主体の問題は，何

を保護するかという客体の問題と表裏一体であ

り，客観的に発明らしきものが存在していても，

発明者が存在しなければ特許保護を受けること

はできないと考えられるからである52）。 

これに対して，出願人は，「自律的」AI 生成

物が特許法の保護対象から排除されていないこ

とを前提に，特許を受ける権利が発明者に原始

帰属することなどを定める 29 条 1 項等の規定

は自然人発明者にのみ適用され，「自律的」AI

生成物に関する権利の帰属は，特許法から導く

ことができないと主張する。そして民法 205 条

が準用する同法 189 条により権利は，出願人に

帰属すると考えているようである。 

しかしながら，客観的に「発明」らしき客体

が存在しさえすれば特許法の保護が肯定され，

その権利の主体は，特許法により決定されなく

てよいとの主張に対しては，特許法上，保護対

象の客体に関する規定が権利の主体に関する規

定より優先されるのは何故か，との疑問が生じ

る。むしろ，何を保護するかの客体論と誰を保

護するかの主体論があいまって，誰のどのよう
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な創作を保護するのかという特許法の保護の範

囲が全体として画されるのではないか。保護を

受けるには，発明及び発明者の双方が必要であ

り，客観的に発明らしきものが存在しても，権

利が帰属すべき者が存在しなければ，特許法上

保護されないと考えるべきだろう53）。 

なお，民法 205 条が準用する同法 189 条に基

づく主張について，東京地裁は，同条により「果

実を取得できる者を特定するのは格別，果実を

生じさせる特許権そのものの発明主体を直ちに

特定することはできない」として斥けている。

この説示は，必ずしも明確ではないが，出願人

が特許権（又は特許を受ける権利）を準占有し

ているとしても，民法 189 条は，出願人が特許

権（又は特許を受ける権利）から生じる果実を

取得できることを認めるに過ぎず，そもそも特

許権（又は特許を受ける権利）の帰属を定める

ものではないとの趣旨と考えられなくもない。 

他方，出願人が行政不服審査法に基づく審査

請求時に主張していたように，民法 89 条 1 項

及び 206 条により，DABUS から生じる発明は，

果実として，それに係る権利が DABUS の所有

者である出願人に帰属するといった立論も考え

られるだろう54）。確かに，有体物から産出され

る天然果実（これも有体物である）は収取権者

に属する（民法 89 条 1 項）。しかしながら，無

体物である発明についての特許を受ける権利は，

有体物の所有や無体物（プログラム）の保有か

ら生じるのではなく55），発明創作行為から生じ

る。むろん，発明創作行為により生じた権利を

発明者以外に原始帰属させることはその旨の規

定を設ければ可能であるが（例えば，職務発明

に関する 35 条 3 項），そのような規定がなけれ

ば，権利は，発明者に原始帰属するというのが，

無体物の発明について規律する特許法の構造で

ある。そうすると，民法 89 条 1 項及び 206 条に

基づく立論は，有体物と無体物を混同するもの

であり，妥当ではないと考えられる。前述した

英国最高裁判決も，DABUS の所有権に基づき，

その果実である発明についての権利を取得する

との議論は，有体物のルールであって，無体物

に適用する根拠はないと判断している。 

 

44..11..11..22  出出願願人人がが主主張張すするる現現行行法法のの問問題題点点  

出願人は，現行法において「発明」に「自律

的」AI 生成物を含めない場合の問題点として，

①「自律的」AI 生成物は，29 条 1 項各号の「発

明」に該当せず，公知であっても新規性喪失事

由とならない，②「自律的」AI 生成物について

発明者ではない自然人を発明者として記載した

冒認出願に対して，真の権利者が存在せず，誰

も無効審判を請求することができない（123 条

2 項），ことを指摘する。 

①について，2 条 1 項の「発明」は，出願人

の主張に従えば，条文上，自然人による創作に

限定されていないから，「自律的」AI 生成物も

29 条 1 項各号の発明に該当し得る。他方，2 条

1 項の「発明」は自然人の創作を前提とすると

解する場合でも，パブリック・ドメインにある

技術に排他権のインセンティブを付与する必要

はなく，反対にこれを保護すると産業の発達（1

条）を妨げるとの新規性要件の趣旨56）に照らせ

ば，「自律的」AI 生成物を第三者が利用可能で

あれば，それを「発明」と呼ぶかはともかく，

それと同一の発明は新規性を喪失したと考えて

よいのではないか（あるいは，進歩性欠如と考

える余地もあるかもしれない57））。 

②については，無効審判が請求されることは

ないとしても，侵害訴訟の被告が冒認を理由と

する無効の抗弁を提出することは可能である
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な創作を保護するのかという特許法の保護の範

囲が全体として画されるのではないか。保護を

受けるには，発明及び発明者の双方が必要であ

り，客観的に発明らしきものが存在しても，権

利が帰属すべき者が存在しなければ，特許法上

保護されないと考えるべきだろう53）。 
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づく主張について，東京地裁は，同条により「果
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特定することはできない」として斥けている。
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が特許権（又は特許を受ける権利）を準占有し

ているとしても，民法 189 条は，出願人が特許

権（又は特許を受ける権利）から生じる果実を

取得できることを認めるに過ぎず，そもそも特

許権（又は特許を受ける権利）の帰属を定める

ものではないとの趣旨と考えられなくもない。 

他方，出願人が行政不服審査法に基づく審査

請求時に主張していたように，民法 89 条 1 項

及び 206 条により，DABUS から生じる発明は，

果実として，それに係る権利が DABUS の所有

者である出願人に帰属するといった立論も考え

られるだろう54）。確かに，有体物から産出され

る天然果実（これも有体物である）は収取権者

に属する（民法 89 条 1 項）。しかしながら，無

体物である発明についての特許を受ける権利は，

有体物の所有や無体物（プログラム）の保有か

ら生じるのではなく55），発明創作行為から生じ

る。むろん，発明創作行為により生じた権利を

発明者以外に原始帰属させることはその旨の規

定を設ければ可能であるが（例えば，職務発明

に関する 35 条 3 項），そのような規定がなけれ

ば，権利は，発明者に原始帰属するというのが，

無体物の発明について規律する特許法の構造で

ある。そうすると，民法 89 条 1 項及び 206 条に

基づく立論は，有体物と無体物を混同するもの

であり，妥当ではないと考えられる。前述した

英国最高裁判決も，DABUS の所有権に基づき，

その果実である発明についての権利を取得する

との議論は，有体物のルールであって，無体物

に適用する根拠はないと判断している。 
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解する場合でも，パブリック・ドメインにある

技術に排他権のインセンティブを付与する必要

はなく，反対にこれを保護すると産業の発達（1

条）を妨げるとの新規性要件の趣旨56）に照らせ

ば，「自律的」AI 生成物を第三者が利用可能で

あれば，それを「発明」と呼ぶかはともかく，

それと同一の発明は新規性を喪失したと考えて

よいのではないか（あるいは，進歩性欠如と考

える余地もあるかもしれない57））。 

②については，無効審判が請求されることは

ないとしても，侵害訴訟の被告が冒認を理由と

する無効の抗弁を提出することは可能である
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（104 条の 3 第 3 項）58）。したがって，現行法

の冒認出願の規律が無意味になるわけではない。 

 

44..22  立立法法論論  

前述のとおり，各国の裁判所等の多くは，立

法論と解釈論を峻別しており，東京地裁も同様

である。一方，東京地裁は，産業政策として立

法論への期待を表明し，さらに「AI 発明」の存

続期間を異なるものとする制度設計を示唆する

など，現行法の見直しに前向きな印象を受ける。

そこで，産業政策の観点から，「自律的」AI 生

成物を保護することの是非について検討する。 

 

44..22..11  産産業業政政策策ととししててのの「「自自律律的的」」AAII 生生成成物物のの保保

護護のの要要否否  

そもそも産業政策とは，国による民間の資源

配分への介入であり，それが正当化されるのは，

「市場の失敗」に対処する場合である59）。特許

法についてみると，無体物である発明は，第三

者によるフリーライドを物理的に防止すること

ができないため，法的保護がなければ，フリー

ライドにより発明の過少生産という「市場の失

敗」が生じる。そこで特許権によりフリーライ

ドを防止し，創作インセンティブを確保するこ

とにより，発明の過少生産という市場の失敗を

解決することが求められる60），61）。このような

議論は，発明が稀少な財であることを前提とし

ている。自然人が，多大な投資や労力により創

作に従事することを通じて稀少な発明が生まれ

るからこそ排他権により稀少な財である発明の

創作を促す意義が認められる。 

しかしながら，人間と異なり，AI は「疲れる

ことなく」無限にアウトプットを生成し続ける

ことが可能である。AI を利用すれば，何人も，

容易に，かつ，大量に AI 生成物を創出すること

ができるとすれば，「自律的」AI 生成物は，稀

少な財であるとはいいがたい。のみならず，自

然人による創作と区別できない AI 生成物の出

現により，自然人に創作インセンティブを与え

なくても，AI 生成物が自然人創作物に代替し得

る限り，発明の過少供給という「市場の失敗」

は生じないともいえる。むろん，AI 創作物が自

然人創作物を完全には代替し得ないとすれば，

自然人創作物保護の必要性は失われないにせよ，

もはや発明の稀少性は無条件に自明ではない。  

もっとも，稀少性なき知的財産の世界の到来

は，既に 2015 年，インターネット上にあふれる

著作物などを例に，Mark A. Lemley 教授により

指摘されていた62）。同教授によれば，インター

ネットは，コンテンツの創作（creation）を製作

（production）及び流通（distribution）から切り

離し，主に後者のコストを削減した。その結果，

誰でも容易に著作物を流通させることが可能と

なり（コンテンツ流通の民主化），創作者の裾

野が広がった反面，海賊版のコストも低下し，

インターネット上で海賊版が氾濫した。海賊版

対策の効果は限定的であり，知的財産権の保護

は不十分であるが，それにもかかわらず，人々

は，ますます多くの作品を作り続けている。こ

のような状況を，Lemley 教授は，「稀少性のな

い世界における知的財産」と表現した。そして

インターネットの社会的価値の大きさからみて，

権利者がコンテンツの稀少性の喪失と戦おうと

しても失敗するであろうと指摘する。そのよう

な世界における知的財産法の役割は低下するが，

同教授自身は，来たるべき世界について楽観的

であると述べている。 

Lemley 教授が述べるとおり，インターネット

は，確かに著作物の流通コストを大幅に低下さ

せる。もっとも，AI と比べれば，創作のコスト
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低減効果は，限定的であろう。これに対して，

創作コストを大幅に引き下げる AI の影響は格

段に大きく，財の稀少性という特許法の前提を

より大きく揺さぶるものといえるだろう。 

また，Burk 教授は，従来の特許法や著作権法

は，創作は高価であるが，無断利用は安価であ

る財への投資へのインセンティブであったとこ

ろ，AI による創作コストの低下は，創作へのイ

ンセンティブの必要性を減じるのみならず，AI

が自然人の創造的労働を代替することを可能な

らしめると指摘する63）。もっとも，同教授によ

れば，そのような状況においては，自然人によ

る創作であるとの「真正性」（Authenticity）が

稀少性の価値を持ち得るため，人間による創作

を認証（certify）するに際して，商標法の役割が

重要になるであろうことを示唆する。 

AI により知的財産法の役割分担がどのよう

に変化するかはともかく，発明の過少生産とい

う「市場の失敗」を防止するための特許法とい

う命題を前提にする限り，過少生産が懸念され

ない「自律的」AI 生成物について特許保護の必

要性は乏しく，それを保護する産業政策上の必

要性は低いと考えられる。反対に，自然人発明

者不在の「自律的」AI 創作物を保護する法改正

は，大量の出願洪水を招き，「産業の発達」（特

許法 1 条）を阻害しかねないおそれがある。 

 

44..22..22  留留意意点点  

前述のとおり「自律的」AI 生成物を特許法上

保護する必要はないとしても，優れた AI を開

発するインセンティブが一切不要となるわけで

はない。もっとも，AI 開発へのインセンティブ

としては，端的に AI 技術を特許保護すればよ

く，実際にも，AI 技術に関する発明は，ソフト

ウェア関連発明として特許保護可能である64）。 

次に，東京地裁が，立法論に期待する前提と

して，AI の発明者適格を認める場合に懸念した

現行法上の問題点について検討する。 

まず，東京地裁は，進歩性判断において自然

人が想定されていた当業者の概念を AI にも適

用するのは相当ではないと指摘する。これは，

当業者を自然人ではなく，AIに置換する見解65）

を解釈論として採用しない旨を述べたものかも

しれない。しかしながら，AI が進歩しても，人

間の働きかけを受けて AI が作動する以上，人

間が AI を使用しているといえるため，自然人

の当業者が AI を使用すると想定して進歩性を

判断すればよく，これは，現行法の下でも可能

と考えられる66）。当業者概念は，AI の進歩に対

応可能な柔軟な概念であるといえよう。 

ただし，AI 生成物が進歩性判断の前提として，

あるいは新規性判断において，「引用発明」（29

条 1 項各号）に該当するかについては，拙稿67）

で述べたとおり，別の考慮を必要とする。前述

した 29 条 1 項各号の「発明」は自然人の創作に

限られるかという問題とは別に，引用発明適格

性として，実施し得る程度の記載を要求すれば

（実施可能性説），AI 生成物がそれを充たすか

が問題となるからである。AI 生成物に実施可能

性の裏付けがないと判断される場合には，引用

発明適格性が否定されることも考えられるが，

その場合でもなお進歩性判断における参酌が許

されるかといった点を含めて，さらに検討を深

める必要がある。ただし，これは，「自律的」

AI 生成物に限らず，人間が道具である AI を利

用して生み出した AI による推定結果全般につ

いて生じる問題である。 

また，東京地裁が指摘する AI 関連発明の発

明者の認定をめぐる問題も検討に値する。この

場合，AI に対する人間の指示がどの程度具体的
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低減効果は，限定的であろう。これに対して，

創作コストを大幅に引き下げる AI の影響は格

段に大きく，財の稀少性という特許法の前提を

より大きく揺さぶるものといえるだろう。 

また，Burk 教授は，従来の特許法や著作権法

は，創作は高価であるが，無断利用は安価であ

る財への投資へのインセンティブであったとこ

ろ，AI による創作コストの低下は，創作へのイ

ンセンティブの必要性を減じるのみならず，AI

が自然人の創造的労働を代替することを可能な

らしめると指摘する63）。もっとも，同教授によ

れば，そのような状況においては，自然人によ

る創作であるとの「真正性」（Authenticity）が

稀少性の価値を持ち得るため，人間による創作

を認証（certify）するに際して，商標法の役割が

重要になるであろうことを示唆する。 

AI により知的財産法の役割分担がどのよう

に変化するかはともかく，発明の過少生産とい

う「市場の失敗」を防止するための特許法とい

う命題を前提にする限り，過少生産が懸念され

ない「自律的」AI 生成物について特許保護の必

要性は乏しく，それを保護する産業政策上の必

要性は低いと考えられる。反対に，自然人発明

者不在の「自律的」AI 創作物を保護する法改正

は，大量の出願洪水を招き，「産業の発達」（特

許法 1 条）を阻害しかねないおそれがある。 

 

44..22..22  留留意意点点  

前述のとおり「自律的」AI 生成物を特許法上

保護する必要はないとしても，優れた AI を開

発するインセンティブが一切不要となるわけで

はない。もっとも，AI 開発へのインセンティブ

としては，端的に AI 技術を特許保護すればよ

く，実際にも，AI 技術に関する発明は，ソフト

ウェア関連発明として特許保護可能である64）。 

次に，東京地裁が，立法論に期待する前提と

して，AI の発明者適格を認める場合に懸念した

現行法上の問題点について検討する。 

まず，東京地裁は，進歩性判断において自然

人が想定されていた当業者の概念を AI にも適

用するのは相当ではないと指摘する。これは，

当業者を自然人ではなく，AIに置換する見解65）

を解釈論として採用しない旨を述べたものかも

しれない。しかしながら，AI が進歩しても，人

間の働きかけを受けて AI が作動する以上，人

間が AI を使用しているといえるため，自然人

の当業者が AI を使用すると想定して進歩性を

判断すればよく，これは，現行法の下でも可能

と考えられる66）。当業者概念は，AI の進歩に対

応可能な柔軟な概念であるといえよう。 

ただし，AI 生成物が進歩性判断の前提として，

あるいは新規性判断において，「引用発明」（29

条 1 項各号）に該当するかについては，拙稿67）

で述べたとおり，別の考慮を必要とする。前述

した 29 条 1 項各号の「発明」は自然人の創作に

限られるかという問題とは別に，引用発明適格

性として，実施し得る程度の記載を要求すれば

（実施可能性説），AI 生成物がそれを充たすか

が問題となるからである。AI 生成物に実施可能

性の裏付けがないと判断される場合には，引用

発明適格性が否定されることも考えられるが，

その場合でもなお進歩性判断における参酌が許

されるかといった点を含めて，さらに検討を深

める必要がある。ただし，これは，「自律的」

AI 生成物に限らず，人間が道具である AI を利

用して生み出した AI による推定結果全般につ

いて生じる問題である。 

また，東京地裁が指摘する AI 関連発明の発

明者の認定をめぐる問題も検討に値する。この

場合，AI に対する人間の指示がどの程度具体的
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なものであるかが問題となるが，この論点も，

「自律的」AI 生成物のみならず，他の AI 関連

発明においても既に生じている問題である。 

例えば，特許庁が AI 関連発明の記載要件違

反の例として紹介する嫌気性接着剤の組成を

AI に予測させた発明の事例68）を例にとろう。こ

の事例において，AI に対して，所定の時間内に

所定の硬化強度を示す嫌気性接着剤の組成は何

かと尋ねる指示を出した自然人は，発明者とし

て認められるだろうか69）。仮にこの指示が製品

に要求される仕様を示すに過ぎないとすると，

この指示が人間になされた場合には，指示した

自然人は発明者に該当しないおそれがあり70），

AI への指示についても同様に考えるならば，自

然人発明者は存在しないこととなろう。 

これに対して，上記 2 つのケースを区別可能

だろうか。指示を受けたのが自然人である場合，

その自然人が解決策を見つけるために骨の折れ

る試行錯誤が必要であるとすれば，解決策を見

つけた自然人のみが発明者に該当しよう。他方，

AI にとって同じ作業は困難ではなく，高い確率

で潜在的な解決策を見つけることが可能とも考

えられる。AI に指示を出す自然人もその点を認

識しているとすれば，その指示が多少抽象的で

あっても，AI を使用することにより解決への道

筋が見えていると考えることもできなくはない。
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も，創作後は，食品容器やビーコン（信号灯）

の製造に DABUS は不要であり，その点を明細

書に開示する必要性は高くないからである75）。 

この点に関連して，前述した USPTO の発明

者性ガイダンスは，AI による重要な貢献を情報

開示義務（その違反は特許権を行使不能とする

おそれがある76））の対象に含めている。もっと

も，これは，出願に記載された発明者が重要な

貢献をしていない場合には拒絶理由が生じるた

め，AI による重要な貢献が特許性に関する重要

な情報であると解するものであり，AI が発明者

たり得ないことを前提にしている。これに対し

て，AI の発明者適格を肯定する場合は，拒絶理

由が生じないために情報開示義務の対象外とな

る。その場合，上記のとおり，発明の実施に AI

が不要なら AI の利用を開示する必要はないの

だから，発明者適格を肯定すれば「自律的」AI

生成物である旨が開示されるという考えは，ナ

イーブにすぎると思われる77）。 

なお，著作権法においては，人間由来の創作

的表現が存在しない AI 生成物を人間の創作と

僭称する僭称コンテンツを防止するため78），ま

たは，両者の区別困難性から予測可能性や取引

の安全に配慮して79），両者を渾然一体として保

護する立法論が説かれることがある（渾然一体

論）。特許法の場合，上記のとおり，AI の発明

者適格を肯定しても AI の利用が開示されると

は限らないことや，過少生産が懸念されないに

も関わらず，排他権付与に伴う社会的費用は生

じること等を踏まえれば，渾然一体論の採用に

は躊躇を覚えざるを得ない。 

 

55．．おおわわりりにに  

現行特許法の解釈論としては，発明者は，自

然人に限られ，AI は発明者たり得ないとの結論

において，各国の司法判断等は，概ね一致して

いる。このような帰結については，DABUS 出願

の出願人も容易に想像することができたであろ

うと推測される。そうすると，出願人の狙いは，

特許権の取得よりも，問題提起や議論の喚起に

あると考えることが自然であろう。 

問題提起としても，解釈論のレベルでは，

DABUS 出願の出願人の主張が受け入れられる

可能性は低い。他方，立法論としては，東京地

裁がその検討への期待を表明するなど，議論の

喚起にある程度成功したといえなくもない。 

しかしながら，立法論としても，産業政策の

役割を「市場の失敗」への対処と捉える以上，

稀少な財とはいえない「自律的」AI 生成物の特

許保護を正当化することは困難であろう。ただ

し，そのことは，AI 関連発明について解決すべ

き課題がないことを意味するものではない。 

視野を広げてみれば，生成 AI の急速な進歩

は，発明の稀少性という前提に再考を迫ってい

るが，その点は，著作物でも変わりはない。特

に著作権法分野においては，AI 生成物が市場に

蔓延するとそれと競合する自然人による創作物

から得られる利益が失われるとの懸念が根強い

が，この問題も，大量の AI 生成物による自然人

創作物の稀少性の喪失に起因している80）。この

ように，AI の進歩と普及は，発明や著作物の稀

少性の喪失に拍車をかけ，従来財の稀少性を前

提にしてきた知的財産法の意義と役割について

根源的な問題を提起していると考えられる。本

稿が取り上げた AI の発明者適格も，そのよう

な問題の一つであるといえる81）。 
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